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担当部

直接実施・

運営

9 委託

平成１２年度以前 ～事業期間

総合計画

分野別計画

予算区分

「こまなび」を推進する

3

生涯学習課

社会教育係

51

平成３０年度以降

生涯学習

担当課

5

教育文化

　県下PTAとの連携がとれた活動が実施できるよう、負担金相当額を支援することで研修会

に参加し、教育の振興を図る。

　小中学校ＰＴＡ連絡協議会補助金（負担金相当額）

　　・愛知県ＰＴＡ連絡協議会負担金　　37円×児童生徒数

　　・尾張部ＰＴＡ連絡協議会負担金　　 8円×児童生徒数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500円×学校数

　　・愛日地区ＰＴＡ連絡協議会負担金1,000円×学校数

　　・尾張教育研修会　　　　　　　　4,500円×学校数

　　職員は、負担金支払事務。

助成 91

10

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

生涯学習のまちづくり基本構想・基本計画、小牧市社会教育関係団体補助金交付要綱
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Ｈ21決算額

【直接経費の内訳】

ＰＴＡ連絡協議会補助金 808,000円

◎24年度実施内容

23年度と同様に実施する。
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県Ｐ・尾Ｐ・愛日Ｐへの

会議・研修会の参加回
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成果指標名

活動単ＰＴＡ数
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市小中学校ＰＴＡ連絡

協議会会員数

13,582

13,763

県下ＰＴＡの研修会に参加し、県下ＰＴＡとの連携が図られている。
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小中学校の単PTAの相互連絡調整が図られるよう小中学校PTA連絡協議会の事務

局校を中心とした連携を一層図る。
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小中学校の単PTAの横の繋がりをより深めていくことも必要である。

市内小中学校の単ＰＴＡ活動の向上を図る上で、研修会への参加は必要である。
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県下ＰＴＡの研修会に参加する機会がなくなり、県下ＰＴＡとの連携がとりにくくなる。


